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サービス
利用申込

兵
庫
県
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組
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組
み

こ
れ
ま
で
の
仕
組
み
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介護保険サービス
障害福祉サービス
利用開始手続

福祉専⾨職（ケアマネジャー［介護］・相談⽀援専⾨員［障害］）

サービス利用のための
ケアプラン作成

市町
福祉担当課

平常時から信頼関係を構築

モニタリング/
見直し

避難行動要支援者
名簿作成

避難のための
個別支援計画作成

地域（⾃主防災組織・⺠⽣委員等）

サービス利用のための
ケアプラン作成

及び

避難のための
個別支援計画作成

県条例上、個別⽀援計画の作成は⾃主防災組織等の役割と規定されているが、①地域（⾃主防災組織等）に福祉に精通し
た者が乏しい、②要⽀援者（特に障害者）と地域の接点が希薄化しているため、地域だけでは計画作成が難しい。

報酬

福祉専⾨職による平常時のケアプラン等作成に合わせて、⾃主防災組織等が福祉専⾨職の協⼒を得ながら個別⽀援計画を
作成することで、平常時・災害時を連続的にとらえた実効性の⾼い包括的な⽀援が可能になる。

避難⾏動
要⽀援者
高齢者
障害者

相互調整なし

地域との繋がりが希薄（特に障害者）

市町
防災担当課

情報提供

介護保険サービス
障害福祉サービス
利用開始手続

市町
福祉担当課

平常時から信頼関係を構築

避難行動要支援者
名簿作成

避難⾏動
要⽀援者
高齢者
障害者

福祉専⾨職を介して地域との繋がりを構築

市町
防災担当課

相互連携

福祉専⾨職（ケアマネジャー［介護］・相談⽀援専⾨員［障害］）

地域（⾃主防災組織・⺠⽣委員等）

⾃
⽴
⽀
援
協
議
会
等
を

活
⽤
し
て
関
係
を
強
化

︻
ケ
ー
ス
会
議
等
で
協
議
︼

約13,000円
（介護報酬）

サービス
利用申込

自主防災組織等

ケアマネ等

関
係
は
希
薄

自主防災組織等

ケアマネ等

相互
連携

約13,000円
（介護報酬）

＋
7,000円連携を調整

防災と福祉の連携促進の仕組み

報酬

（計画作成報酬）

モニタリング/
見直し

防災訓練
↓

併せて個別支援
計画も見直し
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事業の取組拡⼤
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平成30年度 2 市町
令和元年度 36 市町

令和２年度 41 市町

丹波篠⼭市
（⾼齢）

播磨町
（障害）

モデル事業 ⼀般施策

財源（県10/10）㉚4,764千円①19,148千円
計画作成報酬7,000円/件
その他、連携体制構築経費を⽀援

財源（県1/2、市町1/2）
②14,663千円

計画作成報酬7,000円/件



Ⅲ 個別⽀援計画作成Ⅱ アセスメント

要⽀援者防災訓練
［個別⽀援計画の検証］

事業の標準的な流れ

兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課

ステップ７
計画の

検証・改善

ステップ４
当事者⼒
アセスメント
［１回］

ステップ５
地域⼒

アセスメント
［１回］

ステップ６
調整会議

（ケース会議）
［１回］

ステップ３
福祉理解
研修

（住⺠勉強会）



本
⼈
の
⾃
助
⼒
︵
地
域
の
災
害
リ
ス
ク
の
理

解
・
平
常
時
の
備
え
・
い
ざ
と
い
う
時
の
⾏
動

の
⾃
信
等
︶
を
確
認



⾃
助
で
満
た
せ
な
い
⽀
援
ポ
イ
ン
ト
を
明
確
化



対
象
者
の
⽀
援
関
係
者
が
集
ま
り
︑
個
々
の
避

難
⽀
援
に
関
す
る
⽅
針
等
を
協
議


⾃
主
防
災
組
織
・
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
等
が
中
⼼

と
な
り
︑
個
別
⽀
援
計
画
を
作
成→

本
⼈
同

意
︵
⽂
書
︶



対
象
者
を
含
め
た
防
災
訓
練
を
実
施



訓
練
時
で
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
を
踏
ま
え

個
別
⽀
援
計
画
を
検
証
・
修
正

市町職員対象研修
［コーディネート能⼒の向上等］

住⺠福祉理解研修
［障害や認知症等の理解］

福祉専⾨職対象
防災対応⼒向上研修

ケース（調整）会議
［個別⽀援計画の作成］

ステップ２
福祉専⾨職
防災⼒
向上研修



福
祉
専
⾨
職
︵
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
・
相
談
⽀
援

専
⾨
員
等
︶
に
対
し
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す
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講
義
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別
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画
作
成
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︻
県
主
催
で
実
施
︵
県
内
10
箇
所
︶
︼



対
象
と
な
る
⾃
主
防
災
組
織
及
び
住
⺠
に
︑
障

害
特
性
等
を
学
ぶ
福
祉
理
解
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を
実
施

︻
各
市
町
で
実
施
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対
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と
な
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⾃
主
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組
織
を
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定



当
該
⾃
主
防
災
組
織
内
で
︑
計
画
作
成
対
象
者

と
な
る
⾼
齢
者
・
障
害
者
を
選
定

ステップ１
対象地区・
対象者選定・
連絡調整



地
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⽀
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⼒
︵
利
⽤
可
能
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イ
ン
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ー
マ

ル
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︓
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利
⽤
可
能
な
フ
ォ
ー
マ
ル
資
源
︵
病
院
︑
利
⽤

中
の
事
業
所
等
︶
を
確
認

Ⅰ 事前準備

⾏

防

⾏ ⾏ ⾏ ⾏ ⾏
福 福 福 福

防防防

⾏ ⾏政職員 福 福祉専⾨職
防 ⾃主防災組織

必要に応じてこれらの過程は簡略化等することが可能

福
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計画完成までの役割分担
地域【⾃主防災組織・⺠⽣委員等】

福祉専⾨職【ケアマネ等】

避難⾏動要⽀援者【本⼈】

フェイスシートやサービス等
利⽤計画、居宅サービス計画
書等の平常時の様式に、災害
時の⽀援項⽬等を記⼊

災害リスクや必要な⽀援
をまとめた「災害時に私
に必要な確認書」もしく
は「個別⽀援計画」に同
意署名（代理⼈署名可）

調整（ケース）会議
【関係者⼀同】

事前の当事者⼒・地域⼒ア
セスメントを踏まえ、エコ
マップ等を作成しながら⽀
援のポイント等を協議（当
事者・⾃主防災組織・⺠⽣
委員・地域住⺠・福祉専⾨
職・ヘルパー・⾏政等）

1

4

福祉専⾨職がサービス等利⽤計画
に⽰した⽀援ポイントを参考に、
県推奨様式を作成（事情のある場
合は市町独⾃様式の利⽤も可）

2

3

04

〈当事者の参画〉



モデル事業に対する評価
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モデル事業に対する評価 今後の⽅針等に関する意⾒・考え⽅

国 個別⽀援計画の法定化を含め、兵庫県の取
組を検討したい。［内閣府］

福祉専⾨職の関与等を通じた個別⽀援計画
の策定促進を検討する。［内閣府］

内閣府・厚労省の課室⻑級のワーキング会
議で兵庫県や別府市の取組等を議論

中央防災会議に部会を設置し、兵庫県の取
組等を参考に避難⽀援体制について検討

県・市町議会 全ての個別⽀援計画を⾃主防災組織が単独
で作成するのは困難であり、福祉専⾨職が
主導するモデル事業の仕組みは有効だ。

地⽅議会協議会（県・市町議会議⻑等で構
成）で事業の有効性を確認

県・市町議会として全国的制度化を要望

県内市町 計画作成過程で地域の結束が⾼まり、平常
時の⾒守り強化にも繋がった。

⾼齢者・障害者⾃⾝の防災意識の向上（⾃
助の強化）に繋がった。

来年度以降も事業の継続を希望
保健師や看護師とのネットワークを広げて
勉強会を実施予定

⾃主防災組織 福祉専⾨職の⽀援がなければ、寝室から外
に出す⽅法すら分からなかった。

実効性のある計画を作成でき、避難訓練を
通じて⾃分たちにも⽀援が可能であること
を実感できた。

対象者を広げての取組継続を希望（同⼀地
区内での横展開等）

福祉専⾨職 地域住⺠と留意事項を共有し、災害時の⽀
援体制を構築できた。

普段からの声掛けの実践に繋がった。

⼀定の職務経験がある福祉専⾨職であれば
研修の受講により⼗分対応が可能

標準作業プロセスの⾒直し等により、負担
感を減らす⼯夫を検討
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内
容  モデル事業から県・市町の⼀般施策化へ（全市町を対象に実施）

✎ 全国制度化が実現するまでの経過措置と位置付け

 補助対象は、計画作成１件あたり7,000円（県1/2、市町1/2）
✎ 計画更新の場合も7,000円/件（避難⽀援⽅法の⾒直し等、⼤幅な変更に限る）
✎ モデル事業では認められた諸経費（旅費、訓練資機材購⼊費等）は対象外

 福祉専⾨職防災対応⼒向上研修を実施（県内10箇所、4⽉〜順次︓下期にも配置）
✎ 修了者に兵庫県防災監名での受講証を発⾏（報酬受給の条件）

 災害リスクの⾼い地域に居住する要介護度の⾼い独居⾼齢者・重度障害者等を優先

実
施
⽅
式

1

2

3

4

⑤ 3,500円⽀払［補助］ ⑥ 7,000円⽀払［委託、報酬等］

⾃主防災組織
要⽀援者
地域住⺠等

① 連携
調整

③ 7,000円請求（翌⽉10⽇締切）④ 3,500円請求（翌⽉20⽇締切）

福祉専⾨職研修（㉚以降の県防災監名での受講修了証の取得が受給条件）

市町職員研修（4⽉/神⼾）
② 計画作成・訓練等

居
宅
介
護
⽀
援
事
業
所

相
談
⽀
援
事
業
所

⾃
⽴
相
談
⽀
援
機
関
等

各
市
町

希望に応じて「安⼼防災帳」提供 希望に応じて「安⼼防災帳」提供
（当事者⼒アセスメント⽤） （当事者⼒アセスメント⽤）

添付書類 ・居宅サービス計画書等の写し
・個別⽀援計画の写し
・研修修了証の写し

添付書類 ・居宅サービス計画書等の写し
・研修修了証の写し

防災と福祉の連携による
個別⽀援計画作成促進事業

実⾏委員会

兵庫県

⼈と防災未来センター

兵庫県社会福祉⼠会

 事業総括
 負担⾦拠出（県・委員会で協定）

 現地での防災技術指導
 学術的調査・標準作業化

 審査・⽀払事務、研修
 現地での福祉技術指導

サービスを利⽤している
全ての⾼齢者・障害者の
避難のための個別⽀援計
画を、この⽅式で作成す
るわけではない（家族や
⾃主防災組織（⾃治会）
のみで作成するケースも
あり）

06 令和２年度事業の概要
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07 兵庫県から国への提案
○住民の避難行動の向上

・高齢者や障害者等の避難行動要支援者に関する個別計画の作
成について、災害対策基本法上の法定事項として規定すること

・新介護支援専門員及び相談支援専門員が行う個別計画の作成
について、介護保険法や障害者総合支援法等の法律上の職務と
して位置付けるとともに、報酬加算を創設すること

【提案の背景】

・個別計画の作成は内閣府の取組指針で示されているが、法的拘束力が
ないため、全国的に作成が進んでいない。（法定事項：避難行動要支援者
名簿の作成と地域への提供）

・高齢者や障害者等の円滑な避難支援のためには、個別計画が不可欠で
あることから、法定事項として規定すべきである。

・現状では、介護支援専門員（ケアマネジャー）や相談支援専門員に対して、
ボランティアで個別計画作成への協力を求めることとなるため、報酬加算
が必要である。
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福祉専⾨職対象防災対応⼒向上研修

プログラムのねらい 時間 内容（予定）
プログラム１ DVD視聴 別府市での実践事例 20分

プログラム2
社会モデルとして障害を考える・災
害と防災リテラシーの基礎を⾝に
付ける

80分

 障害の社会モデル
 防災リテラシーとハザード
 専⾨職による個別⽀援計画作成の必要
性・計画作成の⼿順

 多職種間連携とエンパワメント

プログラム3 個別⽀援計画作成のための当事
者アセスメントする 80分

 災害による⽇常⽣活への影響
 当事者への防災⼒アセスメント演習
 個別⽀援計画の素案作成演習

プログラム４
個別⽀援計画作成のための調整
会議（ケース会議）を模擬的に
体感する

120分
 調整会議（ケース会議）の意義
 エコマップの作成演習
 個別⽀援計画の作成演習
 全体発表

昨年度
開催実績

 県内7会場・計10回開催 9:55〜16:30
（5/28神⼾,6/4姫路,6/11篠⼭,6/18神⼾,7/5豊岡, 8/1加古川,8/19姫路, 9/2洲本, 9/12神⼾,12/11三⽥）

 受講修了者には兵庫県防災監名の修了証を発⾏

 計画作成の対象者を担当するケアマネジャー・相談⽀援専⾨員等が対象
 演習を中⼼に構成し、修了者には県防災監名の修了証発⾏

01参考
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⾃主防災組織対象福祉理解研修
 計画作成の対象者が居住する⾃主防災組織及び当該地区住⺠が対象
 障害者の疑似体験等を通じて福祉や避難⽀援の重要性に対する理解を促進

障害者福祉理解研修［播磨町実施例］ ⾼齢者福祉理解研修［丹波篠⼭市実施例］
講 義 名 担当者（例） 講 義 名 担当者（例）

プログラム① 開会挨拶  市町危機管理課
 ⾃主防災組織・⾃治会代表

開会挨拶  市町危機管理課
 ⾃主防災組織・⾃治会代表

プログラム② 研修概要説明  市町危機管理課・福祉課 研修概要説明  市町危機管理課・福祉課

プログラム③ 健康体操  市町健康課 災害の理解  市町危機管理課

プログラム④ 声掛け誘導
体験
（障害体験）

 市町危機管理・福祉課
3⼈1組（アイマスク、⽿栓、発
話禁⽌マスク）で給⽔所に移動
し、紙コップに⽔を注いで飲む
演習にチャレンジ

要⽀援者名簿
の管理と活⽤
（⼨劇）

 市町危機管理課・福祉課

⾞椅⼦操作と
乗⾞体験  市町福祉課、施設職員

プログラム⑤ 障害者福祉  市町福祉課、施設職員 発災時の持出
物品の確認  市町危機管理課

プログラム⑥ ふりかえり  参加者全員 ふりかえり  参加者全員

プログラム⑦ 閉会挨拶  市町福祉課 閉会挨拶  市町福祉課

研修プログラム例 ２時間程度（各市町が⼯夫を凝らして内容を設定）

02参考


